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航空機部分品等免税制度

 ①航空機の部分品並びに航空機及びその部分品の製作に使用する素材
②人工衛星及び人工衛星打上げ用ロケット等の部分品並びにその製作に使用する素材

のうち、国産困難と認められるものについて、その関税を免除するもの。

制度の概要（関税暫定措置法第４条）

 航空宇宙産業における国産開発、国際競争力の度合等、その時々の制度を取り巻く状況を勘案し
延長の適否を検討するべく３年の暫定措置としている。

制度の利用状況

（参考） 制度の利用例

（単位：億円）

年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

輸入額 678 784 654 619 729

免税額 29 29 24 22 27
（出典：財務省調べ）

ナット（鉄鋼製）（7318.16-090）

税率：2.8％

スリーブ（アルミ製）（7609.00-000）

税率：3.0％

シール(樹脂製)（3926.90-029）

税率：3.9％ 1



航空機産業の状況

 三菱重工・三菱航空機が開発する小型ジェット旅客機（88席程度）
であり、開発は最終局面。
（社内試験飛行は約 3,000 時間、国交省による試験飛行開始）

 最新の市場動向を踏まえ、新たに派生型の導入を発表。
（MRJ90 →スペースジェットM 90、MRJ70 →同M100）

 現在までに約300機の受注を獲得。

 民間航空機は国際共同開発が主流であり、我が国航空機産業は米ボーイング社の機体等の製造
に参画している。

航空機部分品等免税制度

1. 国際共同開発

2. 民間航空機の開発
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（出典：一般財団法人 日本航空機開発協会）

（出典：三菱航空機株式会社）



航空機部分品等免税制度

宇宙産業の状況

1. 宇宙産業の概要及び動向
 世界の宇宙産業の規模は毎年拡大し、新規参入等の活発な動き。今後、特に衛星サービス（通信・
放送、測位、リモートセンシング（地球観測）等）の分野が大きく進展見込み。

 国内においては、衛星やロケットの小型化・低価格化により、宇宙産業への新規参入のチャンスが
拡大。宇宙利用産業の拡大を通じ、宇宙機器産業の新たな需要の創出を目指している。

（参考）宇宙機器製造産業の売上げ

約2,591億円（平成20年度） → 約3,638億円（平成30年度）

2. H3ロケットの開発状況
 H3ロケットは、現在運用されているH-IIA, H-IIBロケットの後継機。
 コスト半減を目標として開発中であり、2020年度に試験機１号機を
打上げ予定。

H-IIA H-IIB H3
3. 国内民間企業による宇宙ビジネス例

改正の方向性

 航空機部分品等免税制度は、航空宇宙産業の状況及び本制度が航空宇宙産業の新しい技術開発
や事業化を支援する政策であること等に鑑み、中期的な期間を設定することが妥当であることから、

適用期限を３年延長することとしたい。

 国内民間企業では、高精度衛星データ提供、スペースデブリ除去、宇宙資源開発等を行っている。
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（出典：宇宙航空研究開発機構）



加工再輸入減税制度

 我が国から加工又は組立てのため輸出された貨物を原材料とし
た製品が､原則として輸出の日から１年以内に輸入される場合､

その製品に課される関税のうち原材料相当分を軽減するもの。

 本制度の対象となっている繊維産業及び皮革産業について、
原材料の国内生産者が、制度利用により国内生産を維持しつ

つ構造改善を行い、国際競争力をつけるまでの措置であり、そ

の時々の制度を取り巻く状況を勘案し延長の適否を検討するべ

く、３年の暫定措置としている。

制度の概要（関税暫定措置法第８条）

制度の利用状況

（参考）制度の利用例

（単位：億円）

履物（甲）の部分品（6406.10.000） 化学繊維の織物（5407.61.290）革製靴の甲（6406.10.110）
税率：25％

コート（6201.13.200）
税率：9.1％

年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

製品輸入額 4,048 3,916 3,211 3,048 3,102

減税額 157 146 129 119 117
（出典：財務省調べ）

日

本 製品の輸入

原材料の
輸出

（注）減税額は、製品の関税額に製品価格
に占める本邦から輸出した原材料価格の割
合を乗じて算出

外

国
減税
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繊維産業の状況
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皮革関連産業の状況

（出典：輸入量：財務省貿易統計、国内生産量：経済産業省繊維統計）

衣類の国内生産量・輸入量
（億点）

生地生産量
（億㎡）

（年）

（出典：輸入額：財務省貿易統計、出荷額：経済産業省工業統計）

（年）

輸入額国内出荷額

改正の方向性

 加工再輸入減税制度は、産業の構造改善や国際競争力の強化を支援する政策であること等に鑑
み、中期的な期間を設定することが妥当であることから、適用期限を３年延長することとしたい。
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衣類の国内生産量・輸入量、生地の生産量の推移 皮革関連製品の国内出荷額及び輸入額の推移

 国内生産量は減少し、海外からの輸入は増加
傾向。

 国産生地等を海外で製品化後、再輸入するこ
とで国産原材料の競争力を強化。

 国内出荷額は減少し、海外からの輸入は増加
傾向。

 本制度により国産皮革等の利用を図りつつ、
国内製品のブランド化や設備導入による生産
性向上の取組を実施。
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皮革関連製品の国内生産額・輸入額
（兆円）


